
記入表155-2　　　　　　　　　プラスチック製筐体部品に使用するプラスチック材料リスト(2018/221/1版(2018/4/1修正))
日　   　付：　２０　　年　　　　月　　　　日
企　　　業　　 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

役職、設計責任者・担当者名名【本証明書の記載者】：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail(E-mailがない場合TEL)：                            
申込型式・品番名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
◆25gを超えるプラスチック製筐体部品(25g以下のコントロールパネルのキーを含む)は以下の通りです。
	No.
	部品名称
	プラスチック製造事業者
	プラスチック製品名
	材質名
	25g超える部品
(○：該当
－：非該当)
	1種類のポリマーまたはポリマーブレンドにより構成されている
	難燃剤等

	
	
	
	
	
	
	
	ハロゲン系ポリマー、難燃剤として有機ハロゲン化合物の添加*
	4-1-3.(16)の適用除外の理由
	難燃剤成分の名称
(使用ない場合には、「使用なし」と記載)
	CAS　No.もしくはISOコード

	例
	例：筐体
	例：〇〇㈱
	例：〇〇ABS　E100
	ABS
	○
	○
	無し
	a
	リン酸トリフェニル
	FR40

	1
	
	　
	　
	　
	
	
	　
	
	　
	　

	2
	
	　
	　
	　
	
	
	　
	
	　
	　

	3
	
	　
	　
	　
	
	
	　
	
	　
	　

	4
	
	　
	　
	　
	
	
	　
	
	　
	　

	5
	
	　
	　
	　
	
	
	　
	
	　
	　

	6
	
	　
	　
	　
	
	
	　
	
	　
	　

	7
	
	　
	　
	　
	
	
	　
	
	　
	　

	プラスチックの種類数(コントロールパネルのキーを除く)
	
	


*　処方構成成分としての添加の有無を指す。
□　コントロールパネルの使用なし(筐体部品にコントロールパネルの使用なし)
＜適用除外の理由＞
a. プラスチック材料の物性改善のために使用される有機フッ素系添加剤(例えば、アンチドリッピング剤)。ただし、含有量が0.5重量%を超えないこと。　b. PTFEなどのフッ素化プラスチック
d. 加熱および定着ユニットに隣接して組み込まれるプラスチック製部品。　e. 別表1「製品設計チェックリスト」B10に基づきマーキングのなされた再使用大型プラスチック部品。

◆プラスチック製筐体部品に使用する物質について、下表のとおり証明します。
	対象物質
	適合状況

	· (EC)No.1272/2008　Annex VIの表3の発がん性(Carc.)の1Aおよび1Bに分類される物質(H350：発がんのおそれ、H350i：吸入による発がんのおそれ)
· (EC)No.1272/2008　Annex VIの表3の生殖細胞変異原性(Muta.)の1Aおよび1Bに分類される物質(H340：遺伝性疾患のおそれ)
· (EC)No.1272/2008　Annex VIの表3の生殖毒性(Repr.)の1Aおよび1Bに分類される物質(H360：生殖能または胎児への悪影響のおそれ)
※REACH規則第59条1項に記載のリスト(いわゆるSVHC候補リスト)に掲げられた物質は対象に含まれる
調査時点で適用されている最新バージョンで確認を行うこと。また、調査時と申込時で最新バージョンに違いがある場合には、1年以内に調査したものであること。なお、技術的に使用することが不可避な物質で、かつ直ちに代替することが困難な場合には根拠資料を提出すること。審査委員会で使用することがやむを得ないと認められた場合には、当該物質については本項を適用しない。
	処方構成成分として
□添加なし/□添加はあるが、技術的に使用が不可避であり、かつ直ちに代替が困難である/□添加あり

CLP規則のバージョン　（第＿次ATP）
SVHC候補リストのバージョン(第　 次: 20　 年  月公表)

添加ありの場合
物質名：[　　　　　　　　　　　　]
CAS　No.[　　　　　　　　　　　]


以上

記入表155-3  4-1-1.(4)再生プラスチック部品および再使用プラスチック部品の使用リスト(2018/1/1版)
日　     　　　付：２０　　　年　　　　月　　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企　　　業　　 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職、設計責任者・担当者名名【本証明書の記載者】：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail(E-mailがない場合TEL)：                            
申込型式・品番名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
機器に使用する再生プラスチック部品および再使用プラスチック部品について、下表のとおり証明します。
	部品名
	部品の重量(g)
	プラスチックの種類
	区分
	配合割合
(再生プラスチックの場合)
	再生プラスチックの種類
(自社製品回収ポストコンシューマ、オープンポストコンシューマ、プレコンシューマ材料)

	
	
	
	再生プラスチック
	再使用プラスチック
	
	

	(例1)ローラー部品
	30
	PC-ABS
	○
	－
	25%*
	自社製品回収ポストコンシューマ

	(例2)排紙トレイ
	 5
	PP
	－
	○
	－
	－

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	ポストコンシューマ材料からなる再生プラスチックまたは再使用プラスチック部品を使用量
	g
	「○～○g」、「○g以上」のような記載方法でも構いません。


* 配合割合は「○～○%」、「○%以上」のような記載方法でも構いません。


(4)および【別表1  製品設計チェックリスト】B12
	使用する総プラスチックに対するポストコンシューマからなる再生プラスチックまたは再使用プラスチック部品、もしくはその組み合わせの使用割合(wt%)*
[bookmark: _GoBack] (0～1%、1～5%、5～10%、10～15%、15～20%のように5%間隔で表記すること)
記入表155-3以外で情報提供をしている場合には、使用割合の記載は省略可能です。ただし、その場合、媒体名を記載して下さい。
	　　　～　　　%

□他の方法で情報提供している
媒体名[　　　　　　　　　　]


※　使用割合の計算には、次の部品は対象に含まない：プリント基板、ケーブル、コネクタ、電子部品、光学部品、静電気放電(ESD)部品、電磁妨害(EMI)部品、およびバイオプラスチック材料。
以上

記入表155-4　再使用・マテリアルリサイクル率、および再資源率　(本書式に準じて記載した資料でも構いません)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(カートリッジについては、132V2、142V2の記入表をご使用いただいても構いません。)
日　   　付：　２０　　年　　　　月　　　　日
企　　　業　　 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
役職、管理責任者・担当者名名【本証明書の記載者】：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail(E-mailがない場合TEL)：                            

◆本証明書の対象機器
□機器　／　□トナーカートリッジ　□インクカートリッジ　／　□トナー容器　／　□インク容器／　□感光体
◆集計対象期間：２０＿＿年＿＿月＿＿日～２０＿＿年＿＿月＿＿日
会社全体における上記対象機器の合計質量(回収したもの。トナー/インクを除く)を記載して下さい(ただし、機器と色材カートリッジ・容器の書類は分けて作成して下さい。)
	
	製品/部品名
	質量(t)
	再使用する
材料(素材)名
	質量(t)
	マテリアル
リサイクル
される材料
(素材)名
	質量(t)
	再使用、マテリアル
リサイクルを除く、
再資源化される材料
(素材)名
	質量(t)
	その他*
	質量(t)
	引取先
	回収後の使用
用途、処理方法*

	部品1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	A
	
	B
	
	C
	
	D
	
	E
	
	
	


* 再資源化できない部分については、減量化の工程および適正処理に関する説明を記載して下さい。

再使用・マテリアルリサイクル率
(B＋C)　　／A × 100 =　 　　　　(t) ／　 　　　　(t) × 100 =　　　%　小数点第1位まで(2位以下は切り捨て)

再資源化率(再使用・マテリアルリサイクル、またはエネルギー回収)
(B＋C＋D)／A × 100 =　 　　　　(t) ／　 　　　　 (t) × 100 =　 　 %　小数点第1位まで(2位以下は切り捨て)

回収率：　　　%、または年間生産量：             (t)
※　機器の回収システムを有する場合には、基準書4-1-1(12)【証明方法】に基づき、回収率(会社の同等機種を含めたデータでも可)または回収率が推定できるデータ(年間生産量)を上記に記載して下さい。なお、環境報告書等で別途数値が記載されている場合には、そのデータを添付いただくことでも構いません。          以上
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